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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に

当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 194,645 227,043 170,911 190,541 209,437

経常利益（百万円） 2,574 3,036 2,722 3,747 4,656

当期純利益（百万円） 1,124 835 1,529 2,045 2,720

純資産額（百万円） 54,599 53,612 54,025 55,744 58,738

総資産額（百万円） 106,093 85,607 88,381 93,592 105,870

１株当たり純資産額（円） 1,549.56 1,581.21 1,650.62 1,703.60 1,795.71

１株当たり当期純利益（円） 31.04 23.58 45.03 61.70 82.35

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 51.5 62.6 61.1 59.6 55.5

自己資本利益率（％） 2.1 1.5 2.8 3.7 4.8

株価収益率（倍） 16.1 17.5 17.7 14.9 17.3

営業活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△5,986 15,810 5,626 △4,001 △815

投資活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△132 △377 △333 △389 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

6,252 △13,322 △3,819 2,153 1,260

現金及び現金同等物の期末残高 
（百万円） 

3,016 5,031 6,333 4,132 4,722

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）（名） 

911 
（105）

804
（98）

765
（83）

755 
（76）

775
（82）



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成15年３月期から１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に当

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 143,738 179,439 130,450 138,516 153,154

経常利益（百万円） 1,991 2,895 2,381 3,096 3,801

当期純利益（百万円） 826 807 1,296 1,787 1,900

資本金（百万円） 14,811 14,811 14,811 14,811 14,811

発行済株式総数（株） 36,028,373 36,028,373 33,528,373 33,528,373 32,699,373

純資産額（百万円） 50,881 50,247 50,921 52,274 54,027

総資産額（百万円） 96,345 76,656 76,924 80,562 90,689

１株当たり純資産額（円） 1,444.05 1,481.92 1,555.74 1,597.51 1,651.63

１株当たり配当額（円） 
（うち１株当たり中間配当額）
（円） 

14 
（6）

14
（6）

14
（6）

18 
（6）

25
（8）

１株当たり当期純利益（円） 22.80 22.77 38.04 53.80 57.25

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 52.8 65.5 66.2 64.9 59.6

自己資本利益率（％） 1.6 1.6 2.6 3.5 3.6

株価収益率（倍） 22.0 18.1 21.0 17.1 24.9

配当性向（％） 60.7 61.5 36.8 33.5 43.6

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）（名） 

777 
（104）

655
（97）

622
（82）

590 
（75）

614
（77）



２【沿革】 

年月 項目

昭和26年11月 三信電気株式会社を設立。 

昭和34年９月 大阪営業所（現大阪支店）を設置。 

昭和36年８月 高松支店を設置。 

昭和38年９月 静岡営業所（現静岡支店）を設置。 

昭和43年４月 松山連絡所（現松山支店）を設置。 

昭和44年10月 上諏訪営業所（現諏訪支店）を設置。 

昭和48年４月 八王子営業所（現立川支店）を設置。 

昭和48年７月 広島営業所（現広島支店）を設置。 

昭和48年11月 仙台営業所（現仙台支店）を設置。 

昭和51年９月 中華民国台湾省台北市に現地法人松栄電気股份有限公司（現台湾三信電気股份有限公司）を設

立。（現連結子会社） 

昭和52年２月 香港に現地法人SANSHIN ELECTRONICS (HONG KONG) CO., LTD. を設立。（現連結子会社） 

昭和52年12月 シンガポールに現地法人SANSHIN ELECTRONICS SINGAPORE (PTE) LTD. を設立。（現連結子会

社） 

昭和53年６月 名古屋営業所（現名古屋支店）を設置。 

昭和55年10月 物流センター（現厚木物流センター）を設置。 

昭和55年12月 厚木連絡所（現厚木支店）を設置。 

昭和56年10月 三信エンジニアリング株式会社の営業の一部を譲受。 

昭和58年２月 長岡出張所（現長岡営業所）を設置。 

昭和59年８月 熊谷出張所（現熊谷支店）を設置。 

昭和59年９月 技術センター（現デバイステクノロジーセンター）を設置。 

昭和60年７月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。 

昭和62年12月 京都営業所（現京都支店）を設置。 

昭和63年12月 米国カリフォルニア州に現地法人SANSHIN ELECTRONICS CORPORATIONを設立。（現連結子会

社） 

平成元年９月 名古屋物流センターを設置。 

平成元年10月 大阪物流センターを設置。 

平成４年４月 仙台物流センターを設置。 

平成４年７月 サン・テクノロジー株式会社を設立。（現非連結子会社） 

平成５年５月 マレーシア・クアラルンプールに現地法人SAN SHIN ELECTRONICS (MALAYSIA) SDN. BHD. を設

立。（現非連結子会社） 

平成７年10月 日本情報機器株式会社を吸収合併。 

徳島営業所（現徳島支店）を設置。 

平成８年９月 東京証券取引所市場第一部に指定替え。 

平成９年８月 タイ・バンコクに現地法人SANSHIN ELECTRONICS (THAILAND) CO., LTD.を設立。（現非連結子

会社） 

平成９年９月 フィリピン・マニラにフィリピン駐在員事務所を設置。 

平成11年４月 宇都宮支店を設置。 

平成13年11月 株式会社エス・エヌメディアテクノ（現社名：株式会社三信メディア・ソリューションズ）を

設立。（現非連結子会社） 

平成14年８月 中国上海市に現地法人三信国際貿易（上海）有限公司を設立。（現非連結子会社） 

平成14年11月 三信ネットワークサービス株式会社を設立。（現連結子会社） 

平成15年７月 株式会社ＴＡＫＵＭＩを設立。（現連結子会社） 

平成18年３月 韓国・ソウルに現地法人SANSHIN ELECTRONICS KOREA CO., LTD.を設立。（現連結子会社） 



３【事業の内容】 

 当社の企業集団は、当社、子会社12社で構成されており、当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置

づけは次のとおりであります。 

 なお、当社及び連結子会社７社における２事業区分は「第５ 経理の状況１(1)連結財務諸表注記」に掲げる事業の種類別セグ

メント情報の区分と同一であります。 

当社及び連結子会社７社 

  

非連結子会社５社 

  

事業区分 名称 事業内容 

デバイス事業 当社 電子部品の販売ならびに輸出入 

  SANSHIN ELECTRONICS (HONG KONG) CO., LTD. 電子部品の販売ならびに輸出入 

  SANSHIN ELECTRONICS SINGAPORE (PTE) LTD. 電子部品の販売ならびに輸出入 

  台湾三信電気股份有限公司 電子部品の販売ならびに輸出入 

  SANSHIN ELECTRONICS CORPORATION 電子部品の販売ならびに輸出入 

  SANSHIN ELECTRONICS KOREA CO., LTD.
電子部品及び電子機器に係わる
技術サービス並びに情報収集・
情報提供 

  株式会社ＴＡＫＵＭＩ 
電子機器、電子部品、ソフトウ
ェアの開発及び受託開発、販売 

ソリューション事業 当社 電子機器の販売ならびに輸出入 

  三信ネットワークサービス株式会社
情報通信システムに関する技術
サービス 

名称 事業内容

サン・テクノロジー株式会社 電子部品に組み込むソフトウェアの開発 

株式会社三信メディア・ソリューションズ 
放送事業に係わる技術サービス並びに情報収集・情報
提供 

三信国際貿易（上海）有限公司 
電子部品及び電子機器に係わる技術サービス並びに情
報収集・情報提供 

SAN SHIN ELECTRONICS (MALAYSIA) SDN. BHD. 
電子部品及び電子機器に係わる技術サービス並びに情
報収集・情報提供 

SANSHIN ELECTRONICS (THAILAND) CO., LTD. 
電子部品及び電子機器に係わる技術サービス並びに情
報収集・情報提供 



 事業の系統図は次のとおりです。 

 
  

  



４【関係会社の状況】 

（連結子会社） 

 （注）１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社に該当する子会社はありません。 

３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４ SANSHIN ELECTRONICS(HONG KONG)CO.,LTD.については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高

に占める割合が10％を超えております。 

主要な損益情報等  (1)売上高    40,473百万円 

(2)経常利益     684百万円 

(3)当期純利益    735百万円 

(4)純資産額    1,886百万円 

(5)総資産額    9,645百万円 

  

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％） 
関係内容 

SANSHIN 
ELECTRONICS 
(HONG KONG) 
CO.,LTD.（注）４ 

香港 
HK$千 
15,000 

デバイス事業 100.0

当社及び当該会社
が販売する商品の
一部を相互に供給 
役員の兼任あり 

SANSHIN 
ELECTRONICS 
SINGAPORE(PTE)LTD. 

シンガポール共
和国 

US$千 
1,939 

デバイス事業 100.0

当社及び当該会社
が販売する商品の
一部を相互に供給 
役員の兼任あり 

台湾三信電気股份有
限公司 

台湾 
台北市 

NT$千 
60,000 

デバイス事業 100.0

当社及び当該会社
が販売する商品の
一部を相互に供給 
役員の兼任あり 

SANSHIN 
ELECTRONICS 
CORPORATION 

米国 
カリフォルニア
州 

US$千 
3,000 

デバイス事業 100.0

当社及び当該会社
が販売する商品の
一部を相互に供給 
役員の兼任あり 

SANSHIN 
ELECTRONICS 
KOREA CO.,LTD. 

韓国 
ソウル市 

W千 
5,000,000 

デバイス事業 100.0

当社及びSANSHIN 
ELECTRONICS 
(HONG KONG) 
CO.,LTD.が販売す
る商品に係わる情
報収集・情報提供 
役員の兼任あり 

三信ネットワークサ
ービス株式会社 

東京都港区 30百万円 
ソリューション事
業 

100.0

当社が販売する商
品及び役務の一部
を購入 
役員の兼任あり 

株式会社 
ＴＡＫＵＭＩ 

東京都港区 45百万円 デバイス事業 66.7

当社が販売する商
品及び役務の一部
を購入 
役員の兼任あり 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。）であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数は

〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合はありません。 

  

  

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

デバイス事業 482 〔 3〕 

ソリューション事業 183 〔 3〕 

全社（共通） 110 〔 76〕 

合計 775 〔 82〕 

    平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

614〔 77〕 38.0 14.0 6,311,711 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度の日本経済は、個人消費や企業の設備投資などの堅調により安定した景気回復基調を続けました。米国経済

は、住宅投資の減速などは見られたものの、所得と雇用の増加が個人消費を支えた結果、順調に推移しました。また、中国経

済も人民元の切り上げ実施による影響は少なく、高成長を維持しました。しかしながら、原油価格の高騰や中国と先進各国の

貿易不均衡など世界経済に関わる課題も顕在化してきました。 

国内エレクトロニクス業界では、全体の生産額は暦年ベースでは前年割れとなったものの、デジタル家電など民生用電子機

器は前年を上回ったことに加え、パソコンや携帯電話の在庫調整が進み、総じて明るさが見えてまいりました。 

このようななか、当社はソリューション提案力の強化に取組むとともに、新仕入先商品の継続拡販や新しいビジネスモデル

の創出に努め、当連結会計年度の連結業績は、売上高は209,437百万円(前期比9.9%増)、経常利益は4,656百万円(前期比24.3%

増）、当期純利益は2,720百万円(前期比33.0%増）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次の通りです。 

① デバイス事業 

当連結会計年度の連結デバイス事業売上高は、194,548百万円(前期比9.6%増)となりました。分野別の売上状況を見ます

と、携帯電話やパソコン向けメモリが拡大、また携帯電話向けＣＭＯＳセンサー、携帯マルチ端末向けモジュール製品、プ

ラズマテレビ向け回路基板など海外仕入先製品が増加しました。デジタル家電や携帯電話向けシステムＬＳＩ、家庭用ゲー

ム機向けシステムＬＳＩやメモリなど一部に減少が見られたものの、全体では売上高は前期比増加となりました。利益面に

つきましても売上高の増加により、連結デバイス事業営業利益は、4,911百万円(前期比11.3％増)となりました。 

なお、連結受注高は200,522百万円、当連結会計年度末受注残高は30,791百万円となりました。 

  

② ソリューション事業 

当連結会計年度の連結ソリューション事業売上高は、14,889百万円(前期比14.3%増)となりました。分野別の売上状況を見

ますと、ネットワークシステム関連ビジネスがパソコンを中心とした設備更新需要の活発化により増加しました。また、映

像システム関連ビジネスにつきましても、ビデオネットワーク向けシステム機器やコンシューマ向けＤＶＤ編集ソフトが増

加いたしました。利益面につきましては、売上高の増加、ネットワーク監視や統合保守サービス等のノンハードビジネスの

強化により、連結ソリューション事業営業利益は、795百万円(前期比58.0%増)となりました。 

なお、連結受注高は15,891百万円、当連結会計年度末受注残高は3,765百万円となりました。 



所在地別セグメントの業績は、次の通りです。 

① 日本 

 日本では、デバイス事業は、携帯電話やパソコン向けメモリが拡大、また携帯電話向けＣＭＯＳセンサー、携帯マルチ端

末向けモジュール製品、プラズマテレビ向け回路基板など海外仕入先製品が増加しました。デジタル家電や携帯電話向けシ

ステムＬＳＩ、家庭用ゲーム機向けシステムＬＳＩやメモリなど一部に減少が見られたものの、全体では売上高は前期比増

加となりました。 

 ソリューション事業は、ネットワークシステム関連ビジネスがパソコンを中心とした設備更新需要の活発化により増加

し、映像システム関連ビジネスでもビデオネットワーク機器や、コンシューマ向けＤＶＤ編集ソフトが増加いたしました。 

 この結果、売上高は149,081百万円（前期比9.3％増）、営業利益は2,966百万円（前期比19.2％増）となりました。 

  

② アジア 

 アジアでは、デジタル家電向けシステムＬＳＩ、マイコン、回路基板などや、パソコン関連機器向けメモリなどが堅調に

推移いたしました。反面、パソコン関連機器向け液晶ディスプレイドライバＩＣ、システムＬＳＩなどが生産調整や価格下

落により伸び悩みました。 

 この結果、売上高は57,993百万円（前期比12.8％増）、営業利益は944百万円（前期比22.6％増）となりました。 

  

③ 北米 

 北米では、テレビ向けシステムＬＳＩやメモリなどが堅調に推移いたしましたが、テレビ向け液晶ディスプレイが大幅に

減少いたしました。また、セグメント間の内部売上高である携帯マルチ端末向けモジュール製品は、下半期にモデルチェン

ジにより減少いたしましたが、通期では順調に拡大いたしました。 

 この結果、売上高は2,362百万円（前期比12.1％減）、営業利益は264百万円（前期比72.4％増）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、売上債権の増加等による資金需要に対してたな卸資産の削減

及び仕入債務の増加、ならびに短期借入れによる収入等でまかなった事により、前連結会計年度末に比べて589百万円増加し、

当連結会計年度末の残高は4,722百万円（前期比14.3%増）となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上高の伸長に伴う売上債権の増加をたな卸資産の削減や仕入債

務の増加等では吸収できず、815百万円の支出となりましたが、前連結会計年度に比べ支出が3,186百万円減少（前期比79.6%

減）しております。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ支出が387百万円減少（前期比99.7%減）

し、1百万円の支出となりました。これは主にＩＴ関連投資によるものですが、投資有価証券の売却等によりその一部が相殺さ

れております。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、運転資金需要に対応するため、短期借入れ等により、1,260百万円

の収入（前期比41.5%減）となりました。 



２【仕入、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注実績 

 当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

前連結会計年度の株式会社東芝及び当連結会計年度の任天堂株式会社、ソニーイーエムシーエス株式会社については、

総販売高の１００分の１０未満のため記載しておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高（百万円） 前期比（％） 

デバイス事業 181,050 ＋6.9 

ソリューション事業 12,173 ＋22.6 

合計 193,223 ＋7.8 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前期比（％）
受注残高
（百万円） 

前期比（％） 

デバイス事業 200,522 ＋11.6 30,791 ＋24.1 

ソリューション事業 15,891 ＋24.8 3,765 ＋36.3 

合計 216,413 ＋12.4 34,556 ＋25.3 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前期比（％） 

デバイス事業 194,548 ＋9.6 

ソリューション事業 14,889 ＋14.3 

合計 209,437 ＋9.9 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

シャープ株式会社 25,178 13.2 37,736 18.0

株式会社東芝 － － 31,240 14.9

 任天堂株式会社 24,235 12.7 － －

ソニーイーエムシーエス株式会社 20,480 10.7 － －



３【対処すべき課題】 

事業環境は、個々には多少の懸念材料があるものの全体としては緩やかな成長が継続するものと予想されます。当社はス

テークホルダーの満足を得るため、販売店としての存在価値を高めることに傾注し、事業力の強化と経営基盤の整備に取り組

んでまいります。 

具体的な施策は以下の通りです。 

①半導体・電子部品ビジネスの拡大と収益力強化 

②新規ビジネスの拡大継続 

③海外事業の強化 

④ソリューション事業の競争優位実現に向けた取組み強化 

⑤仕入先との連携強化 

⑥グループ事業力の強化 

⑦社会的責任への対応強化 

  

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社グループの経営成績及び財務状況等（株価

等を含む）に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあ

る事項と考えております。 

  

（1）主要取引先への依存度 

当社グループの仕入先のうち、ＮＥＣエレクトロニクス㈱、日本電気㈱及びそれぞれのグループ会社に対する仕入高の構

成比は、50％強を占めております。このため主要仕入先の生産動向、生産計画及びこれらに関する方針の変化により当社グ

ループの業績が影響を受ける可能性があります。また、当社グループの販売先のうち国内大手エレクトロニクスメーカー４

社及びそれぞれのグループ会社に対する売上高の構成比は、60％以上を占めております。このため当販売先の生産動向、生

産体制、当販売先からの受注動向及びこれらに関する方針の変化が当社業績に影響を与える可能性があります。 

  

（2）市場環境 

半導体を中心にエレクトロニクス分野全体が世界景気や国内景気の影響を受けやすい傾向があり、販売価格にも影響を与

えます。また、市場の低迷と回復が循環的に発生しやすいことから継続的な売上が確保できない、あるいは売上が急激に変

動する場合があります。 

  

（3）財務構造 

当社は売上債権の回収期間と比較して仕入債務の支払期間が短くなっております。そのため、売上の増加に伴い運転資金

の需要が発生することから、この運転資金を金融機関等外部から調達する財務構造となっております。このため当社の財務

状態及び経営成績は、今後の当社の販売動向、金利動向及び金融諸情勢により影響を受ける可能性があります。 

  

（4）為替相場 

当社グループの経営成績及び財政状態は為替相場の変動によって影響を受けます。当社グループの連結財務諸表は円建て

表示されておりますが、為替変動は外貨建ての資産、負債、収益、費用及び在外連結子会社の外貨建財務諸表の円換算額に

影響を与えます。 

こうした中、当社グループは為替リスクを軽減し、またこれを回避するための努力をしておりますが、完全に排除するこ

とは不可能であり、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（5）海外活動に潜在するリスク 

当社グループの事業は、日本国内だけでなく、アジアを中心とした海外の各国で行われており、海外の各国における予期

し得ない政治的、社会的状況の変化、並びに経済的問題の発生や法律、税制の改正等により、当社グループの業績等に影響

を及ぼす可能性があります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

（提出会社） 

販売等の提携 

  

６【研究開発活動】 

株式会社ＴＡＫＵＭＩは、組込み機器向け３次元グラフィックスエンジン・ＩＰコア「ＧＳＨＡＲＫ－ＴＡＫＵＭＩ」シリー

ズの開発及び販売を行っております。「ＧＳＨＡＲＫ－ＴＡＫＵＭＩ」シリーズは、高性能を「小さいゲートサイズで」「小さ

な消費電力で」「少ないプログラムで」をコンセプトに、ハードウェア実行型の３次元グラフィックスエンジン・ＩＰコア

（ハードウェアライブラリ）の製品を拡充し、更なる性能の向上を目指しております。 

当連結会計期間の研究開発としては、携帯電話市場やＡＶ機器市場など幅広い市場ニーズに対応するため、「ＧＳＨＡＲＫ－

ＴＡＫＵＭＩ」シリーズのラインアップの強化に取り組んでまいりました。 

当連結会計期間に支出した研究開発費の総額は188百万円であり、その全額がデバイス事業に係るものであります。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は原則として連結財務諸表に基づいて分析した内容です。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末日（平成18年３月31日）現在において当社グループが判断したもので

あります。 

  

（1）財政状態の分析 

①流動資産 

当連結会計年度末における流動資産の残高は、95,828百万円（前連結会計年度末は84,198百万円）となり、11,629百万円

増加しました。これは主に現金及び預金の増加（589百万円の増加）と受取手形及び売掛金の増加（11,666百万円の増加）に

よるものです。売掛債権の増加につきましては連結財務諸表提出会社はじめ連結子会社の業績が概ね好調に推移したことに

よるものです。また、現金及び預金の増加につきましては、当該売上債権の増加等による資金需要に対してたな卸資産の削

減および仕入債務の増加、ならびに短期借入れ等により収入が増加したものです。 

  

②固定資産 

当連結会計年度末における固定資産の残高は、10,042百万円（前連結会計年度末は9,394百万円）となり、647百万円増加

しました。特に投資その他の資産の増加（801百万円の増加）が大きく、その増加の原因の主なものは、投資有価証券の時価

評価差額によるものです。 

  

③流動負債 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、46,347百万円（前連結会計年度末は34,741百万円）となり、11,606百万円

増加しました。これは主に支払手形及び買掛金の増加（6,283百万円の増加）と固定負債から流動負債への振替による一年以

内返済予定長期借入金の増加（2,500百万円の増加）および短期借入金の増加（2,159百万円の増加）によるものです。買掛

債務につきましては連結財務諸表提出会社と連結子会社の業績好調に伴う仕入増加によるものです。 

提携先 取扱商品 契約の種類 契約締結年月日 

日本電気株式会社 電子機器 販売特約店契約 平成10年４月１日 

NECエレクトロニクス株式
会社 

半導体製品およびこれに関
連する製品 

販売特約店契約 平成15年４月１日 



④固定負債 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、785百万円（前連結会計年度末は3,107百万円）となり、2,321百万円減少し

ました。これは主に固定負債から流動負債への振替による長期借入金の減少（2,500百万円の減少）によるものです。 

  

⑤資本 

当連結会計年度末における資本の残高は、58,738百万円（前連結会計年度末は55,744百万円）となり、2,993百万円増加し

ました。これは利益剰余金の増加（1,592百万円の増加）、その他有価証券評価差額金の増加（547百万円の増加）、為替換

算調整勘定の減少（420百万円の減少）、自己株式の減少（432百万円の減少）によるものであります。自己株式については

当連結会計年度中に829千株（447百万円）消却しております。 

  

（2）キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度同期間と比較して取引の増加に伴う売上債権の増加等に

よる資金需要に対してたな卸資産の削減および仕入債務の増加、ならびに短期借入れによる収入等でまかなったことにより前

連結会計年度末の4,132百万円に比べ589百万円増加し、4,722百万円になっております。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益の増加やたな卸資産の削減、仕入債務の増加等が売上債権

の増加等を吸収しきれず815百万円の支出となりましたが前連結会計年度同期間に比べ支出が3,186百万円減少しております。 

投資活動によるキャッシュ・フローは投資有価証券の取得・売却やＩＴ関連投資により1百万円の支出となり前連結会計年度

同期間に比べ支出が387百万円減少しております。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れ等により1,260百万円の収入となりましたが前連結会計年度同期間に比べ

収入が892百万円減少しております。 

  

（3）経営成績の分析 

①売上高 

当期の連結デバイス事業売上高は、194,548百万円(前期比9.6%増)となりました。分野別の売上状況を見ますと、携帯電話

やパソコン向けメモリが拡大、また携帯電話向けＣＭＯＳセンサー、携帯マルチ端末向けモジュール製品、プラズマテレビ

向け回路基板など海外仕入先製品が増加しました。デジタル家電や携帯電話向けシステムＬＳＩ、家庭用ゲーム機向けシス

テムＬＳＩやメモリなど一部に減少が見られたものの、全体では売上高は前期比増加となりました。利益面につきましても

売上高の増加により、連結デバイス事業営業利益は、4,911百万円(前期比11.3％増)となりました。 

当期の連結ソリューション事業売上高は、14,889百万円(前期比14.3%増)となりました。分野別の売上状況を見ますと、

ネットワークシステム関連ビジネスがパソコンを中心とした設備更新需要の活発化により増加しました。また、映像システ

ム関連ビジネスにつきましても、ビデオネットワーク向けシステム機器やコンシューマ向けＤＶＤ編集ソフトが増加いたし

ました。利益面につきましては、売上高の増加、ネットワーク監視や統合保守サービス等のノンハードビジネスの強化によ

り、連結ソリューション事業営業利益は、795百万円(前期比58.0%増)となりました。 

  

②売上原価、販売費及び一般管理費 

売上原価は売上の増加に伴い、前連結会計年度の176,641百万円から増加し194,350百万円となりました。また、売上高に

対する売上原価の比率は0.1ポイント上昇して92.8%となりました。 

販売費及び一般管理費は前連結会計年度に比べ4.5%、459百万円増加し、10,640百万円となりました。これは主に連結財務

諸表提出会社の業務委託費の増加と為替変動に伴う海外連結子会社の換算差額の影響によるものです。 



③営業外損益 

営業外損益は、前連結会計年度の28百万円の収益（純額）から210百万円の収益（純額）となりました。これは主に為替変

動に伴う連結消去仕訳時の外国為替差益が増加したことと連結財務諸表提出会社において有価証券売却益が発生したことに

よるものです。 

  

④特別損益 

特別損益は前連結会計年度の4百万円の損失（純額）から26百万円の損失（純額）となりました。これは主に連結財務諸表

提出会社での固定資産売却損の増加と貸倒引当金繰入額および投資有価証券評価損の発生によるものであります。 

  

⑤法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額 

税効果会計適用後の法人税等の負担率が前連結会計年度の45.4%から4.2ポイント低下し41.2%となっております。これは主

に海外連結子会社の税率差異の変動によるものです。 

  

⑥当期純利益 

当期純利益は、前連結会計年度の2,045百万円に対し、675百万円増の2,720百万円となりました。１株当たりの当期純利益

は、前連結会計年度の61.70円に対し、82.35円となりました。 

  

（4）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、デバイス・ソリューションの両事業の着実な成長により、企業価値の向上を実現しステークホルダーの満足が得

られるよう努めてまいります。 

デバイス事業は、グローバル化がますます進展し、技術革新と応用分野の拡大により需要の裾野が大きく広がっていま

す。このような環境に対し、顧客と製品のマトリックス販売体制の整備や海外子会社の戦力充実を図り、技術サポート力と

きめ細かい営業活動を強化してまいります。また、顧客ニーズに応えるための新仕入先商品の開拓によるラインアップの充

実や半導体・電子部品の単体ビジネスからモジュール、半製品、製品ビジネスなどへの事業形態拡大により、高い成長性を

確保してまいります。 

ソリューション事業は、当社のコア事業として位置付けを高めるべくネットワークシステム事業と映像システム事業を柱

として事業拡大を目指してまいりました。ネットワークシステム事業は、日本版ＳＯＸ法やセキュリティに対する意識の高

まり、業務の改革や効率化のニーズ拡大を背景とし、トータルソリューションを提供することにより収益拡大に取組んでま

いります。映像システム事業は、競争力のある新規商材の発掘と、教育機関・一般企業に加え消費者市場を新たな需要開拓

先とした事業領域拡大を重点課題として取組んでまいります。さらに中期的な発展を目指しブロードバンド化の進展を睨ん

だネットワークシステム事業と映像システム事業の融合分野への対応力強化や技術子会社を活用したＩＴサービスの拡大を

追求してまいります。 

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当社及び連結子会社は「新規事業、収益改善に寄与する案件への積極投資」を基本戦略として、当連結会計年度はデバイス事

業を中心に全体で122百万円の設備投資を実施しました。 

 デバイス事業においては、販売システムや、評価・検証のためのツールの購入を中心に92百万円の設備投資を実施しました。 

 ソリューション事業においては、評価・検証のためのツールや、システム開発用サーバの更新等により11百万円の設備投資を

実施しました。 

 所要資金につきましては、いずれの設備投資も主に自己資金を充当し、新たな社債の発行等のファイナンスは行いませんでし

た。 

  

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

  

(2）国内子会社 

記載すべき事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業 
員数
（名） 

建物及び構
築物 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 
（東京都港区） 

デバイス事業・ソ
リューション事
業・全社 

その他設備 1,434
985

（836)
52 2,472 

354 
〔6〕

別館 
（東京都港区） 

デバイス事業・ソ
リューション事
業・全社 

その他設備 172
2

（155)
0 174 0 

厚木物流センター・デバイステ
クノロジーセンター・厚木支
店・情報システム部 
（神奈川県海老名市） 

デバイス事業・全
社 

その他設備・物流
設備 

447
893

（6,019)
52 1,394 

68 
〔40〕

大阪支店 
（大阪府吹田市） 

デバイス事業・ソ
リューション事業 

その他設備 81
60

（642)
1 143 

74 
〔2〕

仙台物流センター・仙台支店
（仙台市太白区） 

デバイス事業 
その他設備・物流
設備 

294
173

（813)
1 468 

7 
〔6〕



(3）在外子会社 

記載すべき事項はありません。 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、車輌運搬具、工具器具及び備品の合計であります。なお、金額については消費税等は含

まれておりません。 

２ 上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

(1）提出会社 

(2）在外子会社 

３ 従業員数の〔 〕は、臨時従業員数を外書しております。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2）重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

  

  事業所名（所在地） 
事業の種類別セグメント
の名称 

設備の内容
従業員数 
（名） 

賃借料又は
リース料 

  
立川支店 
（東京都立川市） 

デバイス事業 その他設備 17 
年間賃借料 
 14百万円 

  
大阪物流センター 
（大阪府茨木市） 

デバイス事業・
ソリューション事業 

物流設備 6〔13〕
年間賃借料 
 20百万円 

  
名古屋物流センター 
（愛知県愛知郡長久手町) 

デバイス事業 物流設備 2〔14〕
年間賃借料 
 20百万円 

  会社名（所在地） 
事業の種類別セグメント
の名称 

設備の内容
従業員数 
（名） 

賃借料又は
リース料 

  
SANSHIN ELECTRONICS 
(HONG KONG)CO., LTD. 
（香港） 

デバイス事業 その他設備 55 
年間賃借料 
 37百万円 

  
SANSHIN ELECTRONICS 
SINGAPORE(PTE)LTD. 
（シンガポール共和国） 

デバイス事業 その他設備 28 
年間賃借料 
 10百万円 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）１ 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる旨」を定款に定めております。 

     なお、平成18年６月23日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

    ２ 平成17年11月30日に自己株式の消却を実施したため、829,000株が減少し、登記簿上の会社が発行する株式の総数は、

76,171,000株となっております。 

     なお、平成18年６月23日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ定款に定める発行可能株式総数は同日より

829,000株減少し、76,171,000株となっております。 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 自己株式の消却による減少であります。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 77,000,000 

計 77,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 32,699,373 32,699,373
東京証券取引所
市場第一部 

－ 

計 32,699,373 32,699,373 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成13年４月１日～
平成14年３月31日 
（注） 

△500 36,028 － 14,811 － 15,329

平成16年３月26日 
（注） 

△2,500 33,528 － 14,811 － 15,329

平成17年11月30日 
（注） 

△829 32,699 － 14,811 － 15,329



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式5,870株は、「個人その他」に5単元、「単元未満株式の状況」に870株含めて記載しております。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、17単元含まれております。 

  

(5）【大株主の状況】 

    平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 61 28 76 83 － 3,496 3,744 － 

所有株式数
（単元） 

－ 11,541 233 5,997 5,396 － 9,331 32,498 201,373 

所有株式数の
割合（％） 

－ 35.50 0.72 18.45 16.60 － 28.73 100.00 － 

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,772 8.48 

有限会社松永榮一 東京都世田谷区瀬田４丁目36番15号 2,200 6.73 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,139 6.54 

NECエレクトロニクス株式会
社 

神奈川県川崎市中原区下沼部1753番地 2,049 6.27 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,000 3.06 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 924 2.83 

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
スペシャル アカウント ナ
ンバー ワン 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行 兜町証
券決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD, ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町6番7号） 

526 1.61 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口４） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 504 1.54 

シービーエヌワイ デイエフ
エイ インターナショナル 
キャップ バリュー ポート
フォリオ 
（常任代理人 シティバン
ク、エヌ・エイ 東京支店 
証券業務部） 

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTA MONICA, 
CA 90401 USA 
（東京都品川区東品川2丁目3-14） 

448 1.37 

株式会社相川プレス工業 山梨県都留市鹿留１０６１ 371 1.13 

計 － 12,934 39.56 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が17,000株（議決権の数17個）含まれて

おります。 

  

②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   5,000 － － 

完全議決権株式（その他）（注） 
普通株式

32,493,000 32,493 
－ 

単元未満株式 普通株式  201,373 － － 

発行済株式総数 32,699,373 － － 

総株主の議決権 － 32,493 － 

    平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三信電気株式会社 
東京都港区芝四丁
目４番12号 

5,000 － 5,000 0.02 

計 － 5,000 － 5,000 0.02 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

   該当事項はありません。 

  

ロ【子会社からの買受けの状況】 

       該当事項はありません。 

  



ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

 （注） 未行使割合が５割以上である理由 

当該決議により自己株式取得期間を平成18年６月26日から同年12月18日としたことから、平成18年６月23日現在において

取得自己株式はございません。 

  

ニ【取得自己株式の処理状況】 

平成18年６月23日現在 

  

ホ【自己株式の保有状況】 

      該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

  平成18年６月23日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成18年６月14日決議） 
700,000 1,050,000,000 

前決議期間における取得自己株式 － － 

残存決議株式数及び価額の総額 700,000 1,050,000,000 

未行使割合（％） 100.0 100.0 

区分 
処分、消却又は移転株式数

（株） 
処分価額の総額（円） 

新株発行に関する手続きを準用する処分を行った取得

自己株式 
－ － 

消却の処分を行った取得自己株式 781,000 421,271,400 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株式の移転 － － 



３【配当政策】 

 当社の配当政策は、株主各位に対する利益還元の拡大と内部留保の充実を総合的に勘案して決定することを基本方針としておりま

す。この方針のもと、連結当期純利益に対して30％以上の配当性向を目標に、株主各位に対する安定的な配当の継続と更なる増配に

努めてまいります。 

 なお、当期の期末配当金につきましては、一株につき普通配当金17円とし、中間配当金と合わせた年間配当金は25円といたしまし

た。 

 この結果、当期は配当性向43.6％、自己資本配当率1.5％となりました。 

 また、当期の内部留保資金につきましては、企業体質の強化を図るべく今後の事業展開に備えます。 

 （注）第55期の中間配当は、平成17年11月16日開催の取締役会において決議しております。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 750 579 876 970 1,539 

最低（円） 480 372 397 692 844 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,218 1,342 1,450 1,449 1,539 1,450 

最低（円） 1,068 1,170 1,330 1,250 1,335 1,319 



５【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役社長 
代表取締役 

経営戦略室担当 松永 光正 昭和23年２月７日生

昭和55年１月 当社入社 

昭和55年10月 取締役に就任 

昭和58年11月 常務取締役に就任 

平成５年４月 専務取締役に就任 

平成７年６月 代表取締役専務に就任 

平成８年６月 代表取締役社長に就任 

平成17年６月 代表取締役社長経営戦略室担当

に就任（現任） 

125

常務取締役 
第一営業本部長
および第二営業
本部長 

塚越 賢二郎 昭和19年８月３日生

昭和43年４月 日本電気株式会社入社 

平成12年４月 同社NECエレクトロンデバイス

第一販売事業部長 

平成13年６月 当社常務取締役に就任 

平成16年10月 常務取締役第一営業本部長およ

び第二営業本部長に就任（現

任） 

3

常務取締役 

総務部、人事
部、情報システ
ム部、ビジネス
サービスセンタ
ーおよび物流セ
ンター担当 

堀内 泓二 昭和18年４月17日生

昭和44年４月 当社入社 

平成６年10月 人事部長 

平成８年６月 取締役に就任 

平成14年６月 常務取締役に就任 

平成17年６月 常務取締役総務部、人事部、情

報システム部、ビジネスサービ

スセンターおよび物流センター

担当に就任（現任） 

1

常務取締役 海外事業本部長 小杉 純忠 昭和20年１月６日生

昭和49年12月 当社入社 

平成４年10月 立川支店長 

平成８年６月 取締役に就任 

平成16年10月 常務取締役海外事業本部長に就

任（現任） 

1

常務取締役 
デバイステクノ
ロジーセンター
長 

矢澤 昭 昭和19年７月14日生

昭和43年４月 当社入社 

平成８年10月 立川支店長 

平成９年６月 取締役に就任 

平成16年10月 常務取締役デバイステクノロジ

ーセンター長に就任（現任） 

1

常務取締役 

監査部、企画
部、経理部、財
務部および予算
管理部担当 

鈴木 仁 昭和22年７月30日生

昭和45年４月 株式会社住友銀行入行 

平成４年１月 ドイツ住友銀行（出向）社長 

平成９年10月 出向当社経理部長付部長 

平成10年６月 当社取締役に就任 

平成18年６月 常務取締役監査部、企画部、経

理部、財務部および予算管理部

担当に就任（現任） 

13

常務取締役 
第三営業本部長
および第四営業
本部長 

加藤 喜代美 昭和23年３月８日生

昭和46年４月 当社入社 

平成10年４月 販売推進本部副本部長 

平成11年６月 取締役に就任 

平成18年６月 常務取締役第三営業本部長およ

び第四営業本部長に就任（現

任） 

5



 （注） 監査役西林經博および監査役鈴木豊は、会社法第２条第16号で定められた社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

常務取締役 

ソリューション
営業本部長およ
びシステムサポ
ートセンター長 

上杉 英俊 昭和19年10月11日生

昭和43年４月 当社入社 

平成10年10月 ソリューション第一販売本部副

本部長 

平成13年６月 取締役に就任 

平成14年11月 三信ネットワークサービス株式

会社代表取締役社長に就任（現

任） 

平成18年６月 常務取締役ソリューション営業

本部長およびシステムサポート

センター長に就任（現任） 

4

取締役 

ソリューション
営業本部副本部
長およびシステ
ムサポートセン
ター副センター
長 

河本 茂 昭和24年１月22日生

昭和60年５月 当社入社 

平成15年４月 経営企画室長 

平成16年６月 取締役に就任 

平成17年６月 取締役ソリューション営業本部

副本部長およびシステムサポー

トセンター副センター長に就任

（現任） 

22

取締役 
第一営業本部副
本部長 

正田 良弘 昭和26年８月２日生

昭和54年11月 当社入社 

平成16年10月 第一営業本部副本部長 

平成17年６月 取締役第一営業本部副本部長に

就任（現任） 

1

取締役 
第三営業本部副
本部長 

石井 洋海 昭和26年６月22日生

昭和49年３月 当社入社 

平成８年10月 台湾三信電気股份有限公司社長 

平成18年５月 第三営業本部副本部長 

平成18年６月 取締役第三営業本部副本部長に

就任（現任） 

0

常勤監査役   山城 華 昭和19年２月29日生

昭和54年８月 当社入社 

平成２年11月 経理部担当部長 

平成12年６月 常勤監査役に就任（現任） 

3

常勤監査役   青山 藤次郎 昭和19年１月16日生

昭和43年３月 当社入社 

平成７年12月 総務部長 

平成15年４月 ビジネスサービスセンター長 

平成16年１月 当社退社 

平成16年６月 当社常勤監査役に就任（現任） 

10

監査役   西林 經博 昭和12年７月30日生

昭和39年５月 弁護士登録 

昭和49年４月 当社顧問弁護士 

平成９年４月 日本弁護士連合会 

       懲戒委員会委員 

平成15年６月 当社監査役に就任（現任） 

9

監査役   鈴木 豊 昭和15年12月19日生

昭和45年１月 等松・青木監査法人（現 監査

法人トーマツ）に入社 

昭和47年４月 公認会計士登録 

平成16年４月 早稲田大学商学部講師就任 

       （現任） 

平成17年12月 監査法人トーマツ退社 

平成18年６月 当社監査役に就任（現任） 

0

        計 198



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、コーポレート・ガバナンスの強化と充実を企業価値増大のための重要な経営課題と認識しております。そのための施

策の実践を通して経営の透明性および経営判断の迅速性を図り、株主をはじめとするステークホルダーに対する責任を果たして

まいります。 

  

 コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

(1)会社の機関の内容 

① 当社は、監査役会設置会社であります。当社といたしましては、本制度において適正なコーポレート・ガバナンスが実施

できると考えており、本制度を維持していく予定です。 

② 当社の取締役会は、取締役11名（うち社外取締役０名）（提出日現在）で構成されております。取締役会は、毎月1回開催

される定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。 

③ 当社の監査役会は、４名の監査役（うち社外監査役２名）（提出日現在）で構成されております。監査役会は毎月1回開催

しております。 

④ 会計監査人は、監査法人トーマツと監査契約を締結しております。 

⑤ 内部監査部門として、監査部を設置しており、３名（提出日現在）が在籍しております。 

  

(2)業務執行上のリスク管理体制の整備の状況 

   ① 当社は、以下に掲げるものを業務執行上重大なリスクと認識し、対策委員会を設置するとともに、規程・マニュアルの整

備等必要な措置を行っております。 

・販売活動に伴うリスク（債権に関するリスク、在庫に関するリスク、輸出に関するリスク） 

・投資に関するリスク 

    ・従業員等の安全衛生に関するリスク 

    ・環境に関するリスク 

    ・情報漏洩に関するリスク 

    ・情報開示に関するリスク 

   ② また、当社は以下に掲げるものについては、担当部門を定め、顧問弁護士等関係機関と相談の上、規程に基づき対応して

おります。 

       ・契約に関するリスク 

       ・人事労務に関するリスク 

  

(3)内部統制システムの整備状況および内部監査、監査役監査、会計監査の状況 

① 当社は、取締役会決議事項のうち特に重要なものについては、取締役および常勤監査役が出席する経営会議において事前
に審議を行うなど、取締役会における執行の決定が効率的にかつ適正に行えるよう、体制を整備しております。また、各
取締役の事業年度における責任を明確にすべく、取締役の任期を１年としております。 

② 取締役および使用人の職務の執行をトレースできるよう、株主総会や取締役会、経営会議等の議事録を規程に基づき適正
に管理・保管しております。 

③ 子会社につきましては、当社の事前承認および当社への報告を要する重要な事項等を定めた関連規程に従って経営管理を
行うこととしております。また、リスク管理につきましては子会社を含めグループ全体で対応することとしております。 

④ 監査役は、取締役会に常時出席するとともに、代表取締役との意見交換を行う会合も隔月に設けております。また、監査
役はその他重要な会議や委員会にも必要に応じて出席できることとしており、監査役による監視機能の充実に努めており
ます。なお、監査役は子会社に対し必要な監査を行っております。 

⑤ 内部監査部門である監査部は、定期的に業務監査を実施し、代表取締役および監査役に対し監査報告書を提出しておりま
す。また、監査部は監査役との会合を適宜設けており、監査役は監査部に対し必要な指示、助言を行えるようになってお
ります。 

⑥ 会計監査人は、決算時における監査を実施しているほか、会計監査時に発見された全社的な内部統制上の問題点等につい
ても適宜意見が述べられるよう、監査役との定期的な会合を設けております。また、監査役と会計監査人は期初に監査計
画策定のための審議を行っており、監査役は会計監査の立会いを行っております。なお、監査法人および当社監査に従事
する監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありません。当期において会計監査業務を執行した公認
会計士の氏名、所属する監査法人および継続監査年数は次のとおりです。 



  

また、監査業務に係る補助者の構成は次のとおりです。 

  

なお、上記（1）～（3）の内容を模式図にすると以下のとおりになります。 

公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数 

松岡 幸秀 監査法人トーマツ １年 

松本  実 監査法人トーマツ ２年 

監査業務に係る補助者の構成 人数 

公認会計士 ５名 

会計士補等 10名 



(4)役員報酬・監査報酬の内容 

①役員報酬の内容 

 （注）１ 平成元年12月21日開催の定時株主総会決議に基づく取締役の報酬限度額（会社法第361条第1項第1号の報酬）は、年額

320百万円であります。 

２ 平成５年12月21日開催の定時株主総会決議に基づく監査役の報酬限度額は、年額50百万円であります。 

３ 上記以外に、使用人兼務役員に支給した使用人給与は41百万円であります。 

４ 期末現在の人員は取締役10名、監査役3名であり、支給人員との相違は当期中における取締役の退任によるものでありま

す。 

②監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額 ２６百万円 

  

取締役 監査役 計 

支給人員
（名） 

支給額 
（百万円） 

支給人員
（名） 

支給額
（百万円） 

支給人員 
（名） 

支給額 
（百万円） 

定款又は株主総会決
議に基づく報酬 

12 148 3 28 15 177

利益処分による役員
賞与 

11 27 － － 11 27

株主総会決議に基づ
く退職慰労金 

2 63 － － 2 63

計 － 238 － 28 － 267



第５【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正

前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び前事業

年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及

び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人トーマツにより

監査を受けております。 

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

   
前連結会計年度

平成17年３月31日現在 
当連結会計年度 

平成18年３月31日現在 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   4,132 4,722 

２ 受取手形及び売掛金   62,492 74,158 

３ 有価証券   40 － 

４ たな卸資産   16,056 15,753 

５ 未収入金   505 578 

６ 繰延税金資産   456 454 

７ その他   667 290 

８ 貸倒引当金   △152 △128 

流動資産合計   84,198 90.0 95,828 90.5

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物及び構築物  6,742 6,720  

減価償却累計額  3,820 2,922 3,924 2,795 

(2）土地   2,317 2,240 

(3）その他  1,157 1,091  

減価償却累計額  921 235 852 239 

有形固定資産合計   5,475 5.8 5,275 5.0

２ 無形固定資産   356 0.4 402 0.4

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※１  3,131 3,855 

(2）前払年金費用   48 58 

(3）その他   455 554 

(4）貸倒引当金   △73 △104 

投資その他の資産合計   3,562 3.8 4,363 4.1

固定資産合計   9,394 10.0 10,042 9.5

資産合計   93,592 100.0 105,870 100.0

     



  

  

   
前連結会計年度

平成17年３月31日現在 
当連結会計年度 

平成18年３月31日現在 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金   23,015 29,299 

２ 短期借入金   9,034 11,193 

３ 一年以内返済予定長期
借入金 

  － 2,500 

４ 未払法人税等   949 1,412 

５ 賞与引当金   620 670 

６ その他   1,121 1,271 

流動負債合計   34,741 37.1 46,347 43.8

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金   2,500 － 

２ 繰延税金負債   348 536 

３ 役員退職慰労引当金   243 208 

４ 預り保証金   15 17 

５ その他   0 21 

固定負債合計   3,107 3.3 785 0.7

負債合計   37,848 40.4 47,132 44.5

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３  14,811 15.8 14,811 14.0

Ⅱ 資本剰余金   15,329 16.4 15,329 14.5

Ⅲ 利益剰余金   25,948 27.7 27,540 26.0

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  778 0.9 1,325 1.3

Ⅴ 為替換算調整勘定   △683 △0.7 △263 △0.3

Ⅵ 自己株式 ※４  △439 △0.5 △6 △0.0

資本合計   55,744 59.6 58,738 55.5

負債及び資本合計   93,592 100.0 105,870 100.0

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   190,541 100.0 209,437 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  176,641 92.7 194,350 92.8

売上総利益   13,900 7.3 15,087 7.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 荷造運賃  323 390  

２ 広告宣伝費  40 30  

３ 貸倒引当金繰入額  52 －  

４ 旅費交通費  514 577  

５ 役員報酬  222 211  

６ 給料手当  4,076 4,119  

７ 賞与引当金繰入額  620 670  

８ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 30 28  

９ 退職給付費用  210 351  

10 減価償却費  222 247  

11 その他 ※２ 3,867 10,180 5.3 4,014 10,640 5.1

営業利益   3,719 2.0 4,446 2.1

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  22 53  

２ 受取配当金  19 31  

３ 有価証券売却益  － 56  

４ 仕入割引  14 12  

５ 外国為替差益  27 107  

６ その他  67 152 0.1 109 371 0.2

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  73 86  

２ その他  50 123 0.1 74 161 0.1

経常利益   3,747 2.0 4,656 2.2



  

  

   
前連結会計年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※３ 1 0  

２ 投資有価証券売却益  14 84  

３ 貸倒引当金戻入益  － 16 0.0 26 110 0.1

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※４ 0 49  

２ 固定資産除却損 ※５ 8 12  

３ 投資有価証券評価損  － 36  

４ 貸倒引当金繰入額  － 40  

５ 会員権評価損  10 －  

６ 出資金未返還損  1 20 0.0 － 137 0.1

税金等調整前当期純利
益 

  3,742 2.0 4,629 2.2

法人税、住民税及び事
業税 

 1,599 2,101  

法人税等調整額  98 1,697 0.9 △192 1,909 0.9

当期純利益   2,045 1.1 2,720 1.3

     



③【連結剰余金計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  15,329 15,329 

Ⅱ 資本剰余金期末残高  15,329 15,329 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  24,384 25,948 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

当期純利益  2,045 2,720 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金  457 654

２ 役員賞与  24 27

３ 自己株式消却額  － 481 447 1,128 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  25,948 27,540 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
  
  

１ 税金等調整前当期純利益   3,742 4,629 

２ 減価償却費   322 352 

３ 退職給付引当金の減少額   △79 － 

４ 前払年金費用の増加額   △48 △9 

５ 役員退職慰労引当金の増加額（△
減少額） 

  8 △34 

６ 貸倒引当金の増加額   50 4 

７ 受取利息及び受取配当金   △42 △85 

８ 支払利息   73 86 

９ 投資有価証券売却益   △14 △84 

10 固定資産売却損   － 49 

11 投資有価証券評価損   － 36 

12 売上債権の増加額   △3,450 △10,811 

13 たな卸資産の減少額（△増加額）   △3,267 701 

14 仕入債務の増加額   468 5,506 

15 未払消費税等の増加額（△減少
額） 

  △40 189 

16 未収消費税等の減少額（△増加
額） 

  △421 420 

17 役員賞与の支払額   △24 △27 

18 その他の資産及び負債の増減額   372 △102 

19 その他の非資金取引   15 18 

小計   △2,334 839 

20 利息及び配当金の受取額   42 85 

21 利息の支払額   △72 △85 

22 法人税等の支払額   △1,636 △1,655 



  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △4,001 △815 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 有形固定資産の取得による支出   △95 △84 

２ 有形固定資産の売却による収入   2 29 

３ ソフトウェアの取得による支出   △124 △160 

４ 投資有価証券の取得による支出   △257 △9 

５ 投資有価証券の売却による収入   38 184 

６ その他   47 39 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △389 △1 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 長期借入れによる収入   2,500 － 

２ 長期借入金の返済による支出   △7,500 － 

３ 短期借入れによる収入   15,534 19,893 

４ 短期借入金の返済による支出   △7,915 △17,967 

５ 自己株式の取得・売却による純支
出 

  
  

△8 △14 

６ 配当金の支払額   △457 △651 

財務活動によるキャッシュ・フロー   2,153 1,260 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   36 145 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少
額） 

  △2,200 589 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   6,333 4,132 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,132 4,722 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１ 連結の範囲に関する事項 ① 連結子会社の数 ６社 ① 連結子会社の数 ７社 

   連結子会社名は、「第１ 企業の概

況の４関係会社の状況」に記載してい

るため省略しております。 

  

 連結子会社名は、「第１ 企業の概

況の４関係会社の状況」に記載してい

るため省略しております。 

 なお、SANSHIN ELECTRONICS KOREA 

CO.,LTD.は当連結会計年度中に新規設

立出資いたしました。 

  ② 非連結子会社名 ② 非連結子会社名 

  サン・テクノロジー株式会社 

株式会社エス・エヌメディアテクノ 

三信国際貿易（上海）有限公司 

SAN SHIN ELECTRONICS (MALAYSIA) 

SDN. BHD. 

SANSHIN ELECTRONICS (THAILAND) 

CO., LTD. 

 なお、株式会社エス・エヌメディア

テクノは平成17年４月１日に社名を変

更し、株式会社三信メディア・ソリュ

ーションズとなっております。 

サン・テクノロジー株式会社 

株式会社三信メディア・ソリューショ

ンズ 

三信国際貿易（上海）有限公司 

SAN SHIN ELECTRONICS (MALAYSIA) 

SDN. BHD. 

SANSHIN ELECTRONICS (THAILAND) 

CO., LTD. 

  

  ③ 非連結子会社について連結の範囲か

ら除いた理由 

③ 非連結子会社について連結の範囲か

ら除いた理由 

   非連結子会社は総資産、売上高、持

分損益および利益剰余金等の持分相当

額から見ていずれも小規模であり、企

業集団の財政状態および経営成績に関

する合理的な判断を妨げない程度に重

要性の乏しい会社であるため、連結の

範囲から除外しております。 

 なお、重要性を判断する際の利益基

準については、当社および子会社の過

去５年間の純損益の平均値を使用して

おります。 

同左 



項目 
前連結会計年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用しない非連結子会社 持分法を適用しない非連結子会社 

サン・テクノロジー株式会社 

株式会社エス・エヌメディアテクノ 

三信国際貿易（上海）有限公司 

SAN SHIN ELECTRONICS (MALAYSIA) 

SDN. BHD. 

SANSHIN ELECTRONICS (THAILAND) 

CO., LTD. 

サン・テクノロジー株式会社 

株式会社三信メディア・ソリューショ

ンズ 

三信国際貿易（上海）有限公司 

SAN SHIN ELECTRONICS (MALAYSIA) 

SDN. BHD. 

SANSHIN ELECTRONICS (THAILAND) 

CO., LTD. 

  （持分法を適用しない理由） （持分法を適用しない理由） 

   持分法非適用会社は、それぞれ持分損

益および利益剰余金等の持分相当額から

見ていずれも小規模であり、全体として

も企業集団の財政状態及び経営成績に関

する合理的な判断を妨げない程度に重要

性の乏しい会社であるため、持分法は適

用せず、原価法により評価しておりま

す。 

 なお、判定にあたっては当社および子

会社の過去５年間の純損益の平均値を使

用しております。 

同左 

３ 連結子会社の事業年度に

関する事項 

 連結財務諸表提出会社の事業年度と同

一であります。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 

 その他有価証券  その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  連結会計年度末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

  ② デリバティブ ② デリバティブ 

   時価法 同左 

  ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

  （イ）商品 （イ）商品 

   主として移動平均法による低価法 同左 

  （ロ）未成工事支出金 （ロ）未成工事支出金 

   個別法による原価法 同左 



項目 
前連結会計年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

(2）重要な減価償却資産の

償却方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 主として定率法によっております。

ただし、建物（建物附属設備を除く）

については、定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は建物及び構築

物９年～50年、その他３年～20年であ

ります。 

同左 

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

   定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、自社利用の

ソフトウェア３年～５年であります。 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率等

を勘案して必要額を、貸倒懸念債権及

び破産更生債権については個別に回収

可能性を勘案した回収不能見込額を計

上しております。 

同左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   連結財務諸表提出会社については、

従業員の賞与の支給に備えるため、翌

連結会計年度支給見込額のうち当期負

担分を引当てております。 

同左 

  ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産に基づき計上しておりま

す。ただし、当連結会計年度末におい

ては年金資産見込額が退職給付債務見

込額に未認識過去勤務債務及び未認識

数理計算上の差異を加減した金額を超

過しており、その差額は前払年金費用

として計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数（13年）によ

る定額法により按分した額を発生の翌

連結会計年度から費用処理しておりま

す。 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。ただし、当連結会計年度

末においては年金資産見込額が退職給

付債務見込額に未認識過去勤務債務及

び未認識数理計算上の差異を加減した

金額を超過しており、その差額は前払

年金費用として計上しております。 

 過去勤務債務はその発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（13年）にて定額法により按分した額

を費用処理しております。 



項目 
前連結会計年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

   なお、当社の適格年金制度について

は、当連結会計年度においてキャッシ

ュバランスプラン（市場金利連動型年

金）へ移行する決定をし、平成16年10

月1日から施行しております。当該移

行により、過去勤務債務（債務の減

額）が884百万円発生しております。

この過去勤務債務は従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（13年）に

て定額法により按分した額を費用処理

しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数（13年）によ

る定額法により按分した額を発生の翌

連結会計年度から費用処理しておりま

す。 

  ④ 役員退職慰労引当金 ④ 役員退職慰労引当金 

   連結財務諸表提出会社については、

役員退職慰労金の支出に備えるため、

内規による期末要支給額を計上してお

ります 

同左 

(4）重要な外貨建資産・負

債の本邦通貨への換算基

準 

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末

日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負

債、収益及び費用は、連結会計年度末日

の直物為替相場により円貨に換算し、在

外子会社の資本の部の換算により生じる

換算差額は資本の部における為替換算調

整勘定に含めております。 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 



  

項目 
前連結会計年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務等については振当処理を行っ

ております。 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務 

同左 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   当社は、為替レートの変動により当

社の収益・費用又は外貨建資産・負債

の価値が変動するリスクをヘッジする

目的で先物為替予約による外国為替関

連のデリバティブ取引を実行しており

ます。これらの取引は、全て主管部署

を財務部とした社内規定に則して実行

されており、規定に記載されていない

トレーディング目的の投機的なデリバ

ティブ取引の利用は行っておりませ

ん。 

同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

   ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動との間に高い水準で相殺がおこな

われたかどうかの評価を半期に一度以

上行っております。 

同左 

(7）消費税等の会計処理に

ついて 

 連結財務諸表提出会社及び国内連結子

会社の消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間で均等償却しております。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書における利益処分

は、連結会計期間において確定した利益

処分に基づいて処理しております。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、当社グループは、事業の区分をもとに、概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位とし

て、主に事業所を単位として資産のグルーピングを行っ

ております。 

前連結会計年度
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

（連結損益計算書） ――――――― 

 前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に

含めて表示しておりました「受取配当金」は、当連結会

計年度において、営業外収益の総額の100分の10を超え

たため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「受取配当金」は19百

万円であります。 

 前連結会計年度において、区分掲記しておりました

「売上割引」は、当連結会計年度において、営業外費用

の総額の100分の10以下となったため、営業外費用の

「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度における「売上割引」は6百万

円であります。 

  

前連結会計年度
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

（法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算

書上の表示方法） 

――――――― 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表

されたことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割92百万円

を販売費及び一般管理費として処理しております。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

項目 
前連結会計年度

平成17年３月31日現在 
当連結会計年度 

平成18年３月31日現在 

※１ 非連結子会社及び関連会社

項目 

 非連結子会社及び関連会社に対する

主な資産・負債は次のとおりでありま

す。 

 非連結子会社及び関連会社に対する

主な資産・負債は次のとおりでありま

す。 

区分 項目
金額

（百万円） 

固定資産 
（投資その他の
資産） 

投資
有価証券 
（株式） 

51

 

区分 項目 
金額 

（百万円） 

固定資産
（投資その他の
資産） 

投資 
有価証券 
（株式） 

55

 ２ 偶発債務 

 (1）銀行借入に対する支払保証 

三信国際貿易（上海）有限公司 

75百万円 (700千米ドル)

従業員※  90百万円 

計  165百万円 

三信国際貿易（上海）有限公司※１ 

76百万円 (650千米ドル)

従業員※２  92百万円 

計 168百万円 

   ※ 従業員の住宅取得資金借入につ

いての金融機関への債務保証のうち

住宅資金貸付保険が付保されている

ものについては、将来において実損

が発生する可能性がないため、偶発

債務から除外しております。 

 ※１ 当連結会計年度より、経営指

導念書の差入に変更しておりま

す。 

 ※２ 従業員の住宅取得資金借入に

ついての金融機関への債務保証

のうち住宅資金貸付保険が付保

されているものについては、将

来において実損が発生する可能

性がないため、偶発債務から除

外しております。 

 (2）輸出手形割引高 （1,081千米ドル） 115百万円 （984千米ドル） 116百万円

※３ 連結財務諸表提出会社の発

行済株式総数   
普通株式 33,528,373株

  
普通株式 32,699,373株

※４ 自己株式の保有数  連結会社が保有する連結財務諸表提

出会社の株式の数は次のとおりであり

ます。 

 連結会社が保有する連結財務諸表提

出会社の株式の数は次のとおりであり

ます。 

  普通株式 822,414株 普通株式 5,870株



（連結損益計算書関係） 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前連結会計年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

※１ 商品評価損について  売上原価には、低価法による商品評

価損27百万円が含まれております。 

 売上原価には、低価法による商品評

価損262百万円が含まれております。 

※２ 一般管理費に含まれる研究

開発費 
232百万円 188百万円

※３ 固定資産売却益の内訳 その他（備品他） 1百万円 その他（備品） 0百万円

※４ 固定資産売却損の内訳 

  
その他（備品他） 0百万円 その他（備品） 0百万円

土地 49百万円

  49百万円

※５ 固定資産除却損の内訳 その他（備品） 8百万円

無形固定資産（ソフト

ウェア） 

0百万円

 

  8百万円

建物及び構築物 4百万円

その他（備品） 8百万円

 

  12百万円

項目 
前連結会計年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

※１現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係   

現金及び預金勘定 4,132百万円

現金及び現金同等物 4,132百万円
  

現金及び預金勘定 4,722百万円

現金及び現金同等物 4,722百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び連結会計年度末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び連結会計年度末残高相当額 
  

  
建物及び構
築物 
（百万円） 

その他（工
具器具及び
備品） 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額相当
額 

59 334 394

減価償却累計
額相当額 

23 188 212

連結会計年度
末残高相当額 

36 145 181

建物及び構
築物 
（百万円）

その他（工
具器具及び
備品） 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

取得価額相当
額 

93 282 375 

減価償却累計
額相当額 

31 165 196 

連結会計年度
末残高相当額 

61 117 178 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 66百万円

１年超 118百万円

合計 185百万円

１年内 68百万円

１年超 114百万円

合計 182百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  

支払リース料 68百万円

減価償却費相当額 69百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料 73百万円

減価償却費相当額 73百万円

支払利息相当額 3百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法  ・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

同左 

 ・利息相当額の算定方法  ・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日現在） 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成17年３月31日現在） 

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

  

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

株式 1,527 2,766 1,238 

小計 1,527 2,766 1,238 

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

株式 109 81 △28 

小計 109 81 △28 

合計 1,637 2,847 1,209 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

23 14 － 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

① 非上場株式 164 

② 非上場債券 40 

③ その他  67 

合計 272 

区分 １年以内（百万円） 
１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超（百万円） 

債券     

社債 40 － － － 



当連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日現在） 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日現在） 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について36百万円減損処理を行っております。 

  

  

  次へ 

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

株式 1,574 3,619 2,044 

小計 1,574 3,619 2,044 

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

株式 29 23 △5 

小計 29 23 △5 

合計 1,603 3,643 2,039 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

43 84 － 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

① 非上場株式 100 

② その他  56 

合計 157 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

Ⅰ リスク管理戦略 同左 

 当社は主要業務を遂行する上で、必然的に金利変動

リスクや外国為替変動リスクにさらされており、これ

らのリスクをヘッジする手段、又は財務コストを軽減

させる手段として、金利スワップ取引や、先物為替予

約取引等のデリバティブ取引を利用しております。こ

れらの取引は、全て主管部署を財務部とした社内規程

に即して実行されており、規程に記載されていないト

レーディング目的の投機的なデリバティブ取引の利用

は行っておりません。 

  

１ 金利スワップ   

 当社は、固定金利・変動金利構成比率の調節、調

達コストの削減等を目的とした金利スワップ取引を

利用しております。具体的には、短期借入金の金利

変動リスクヘッジを目的としたプレーン・バニラ型

の金利スワップを行っております。 

  

２ 外国為替   

 当社は、為替レートの変動により当社の収益・費

用又は外貨建資産・負債の価値が変動するリスクを

ヘッジする目的で先物為替予約による外国為替関連

のデリバティブ取引を実行しております。 

  

  

Ⅱ デリバティブ取引 同左 

 デリバティブ取引の導入に伴い、その取引に起因す

る市場リスク、信用リスク等にさらされることになり

ます。当社では、これらのリスクに対処するため社内

規程に準拠したポジション報告等を定期的に実施し、

管理しております。 

  

  

１ 市場リスク   

 金利、外国為替関連のデリバティブ取引は、それ

ぞれの市場変動により損益が変動しますが、当社で

のデリバティブ取引の利用はオンバランス上の金

利・外国為替変動リスクのヘッジ、又は財務コスト

の軽減を目的とした取引に限定しているため、期末

日現在、当社の保有するデリバティブ取引自体の市

場リスクは重要なものではありません。 

  

２ 信用リスク   

 デリバティブ取引の相手方が債務不履行を起こし

た場合、予め期待した効果を享受できなくなるとい

う信用リスクが生じます。当社のデリバティブ取引

の相手方の選定については、社内規程で一定の基準

を定めており、期末日現在、当社の保有するデリバ

ティブ取引の信用リスクは重要なものではありませ

ん。 

  

  



Ⅲ デリバティブ取引に関する定量的情報 

通貨関連 

 （注）１ 時価の算定方法 

 先物為替相場に基づいて算出しております。 

２ 「外貨建取引等会計処理基準」に従い外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、注記の対象か

ら除いております。 

  

  次へ 

区分 種類 

前連結会計年度
平成17年３月31日 

当連結会計年度 
平成18年３月31日 

契約額等 
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

契約額等
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

市場取
引以外
の取引 

為替予約取引   

売建   

米ドル － － － － － － － －

買建   

米ドル 2 － 2 0 699 － 699 △0

合計 － － － 0 － － － △0



（退職給付関係） 

前連結会計年度
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１ 採用している退職給付制度の概要 １ 採用している退職給付制度の概要 

退職給付企業年金 当社は昭和39年７月１日から退職金

制度の全部について適格年金制度を

採用しておりましたが、平成16年10

月１日にキャッシュバランスプラン

（市場金利連動型年金）制度に移行

いたしました。 

退職給付企業年金 当社は昭和39年７月１日から退職金

制度の全部について適格年金制度を

採用しておりましたが、平成16年10

月１日にキャッシュバランスプラン

（市場金利連動型年金）制度に移行

いたしました。 

厚生年金基金 当社は昭和44年２月１日から従来の

適格年金制度に上積みして厚生年金

制度を採用しております。当社は東

京都電機厚生年金基金に加入してお

りますが、当該厚生年金基金制度は

退職給付会計実務指針33項の例外制

度を行う制度であります。同基金の

年金資産残高のうち当社の掛金拠出

割合に基づく期末の年金資産残高は

4,228百万円、当事業年度の掛金拠

出金は180百万円であります。 

厚生年金基金 当社は昭和44年２月１日から従来の

適格年金制度に上積みして厚生年金

制度を採用しております。当社は東

京都電機厚生年金基金に加入してお

りますが、当該厚生年金基金制度は

退職給付会計実務指針33項の例外制

度を行う制度であります。同基金の

年金資産残高のうち当社の掛金拠出

割合に基づく期末の年金資産残高は 

5,392百万円、当事業年度の掛金拠

出金は197百万円であります。 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 
  

退職給付債務 △3,625百万円

年金資産残高 3,776百万円

小計 150百万円

未認識数理計算上の差異 731百万円

未認識過去勤務債務 △833百万円

前払年金費用 48百万円

退職給付債務 △3,680百万円

年金資産残高 4,370百万円

小計 690百万円

未認識数理計算上の差異 133百万円

未認識過去勤務債務 △765百万円

前払年金費用 58百万円

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 
  

勤務費用 192百万円

利息費用 77百万円

期待運用収益 △87百万円

数理計算上の差異の費用処理額 89百万円

過去勤務債務の費用処理額 △51百万円

退職給付費用 221百万円

勤務費用 176百万円

利息費用 72百万円

期待運用収益 △94百万円

数理計算上の差異の費用処理額 77百万円

過去勤務債務の費用処理額 △68百万円

退職給付費用 163百万円

４ 退職給付債務等の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の基礎に関する事項 
  

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

期待運用収益率 2.5％

数理計算上の差異の処理年数 13年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により、翌連結会計年度から

費用処理することとしております。） 

過去勤務債務の処理年数 13年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により費用処理しておりま

す。） 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

期待運用収益率 2.5％

数理計算上の差異の処理年数 13年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により、翌連結会計年度から

費用処理することとしております。） 

過去勤務債務の処理年数 13年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により費用処理しておりま

す。） 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度
平成17年３月31日 

当連結会計年度
平成18年３月31日 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  

  

繰延税金資産  

①流動資産の部に計上した繰延税金資産 

賞与引当金繰入限度超過額 252百万円

商品評価損損金不算入 192百万円

未払事業税損金不算入 73百万円

その他 102百万円

繰延税金資産合計 620百万円

繰延税金負債  

海外子会社の留保利益の配当に係る
国内外税率差等 

△164百万円

流動資産の部に計上した繰延税金資
産の純額 

456百万円

②固定資産の部に計上した繰延税金資産 

貸倒引当金繰入限度超過額 29百万円

役員退職慰労引当金繰入損金不算入 98百万円

投資有価証券評価損損金不算入 145百万円

ゴルフ会員権評価損損金不算入 84百万円

子会社繰越欠損金 65百万円

その他 3百万円

繰延税金資産小計 427百万円

評価性引当額 △323百万円

繰延税金資産合計 103百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △423百万円

前払年金費用 △19百万円

その他 △8百万円

繰延税金負債合計 △451百万円

固定負債の部に計上した繰延税金負
債の純額 

△348百万円

繰延税金資産の純額 108百万円

繰延税金資産  

①流動資産の部に計上した繰延税金資産 

賞与引当金繰入限度超過額 272百万円

商品評価損損金不算入 172百万円

未払事業税損金不算入 99百万円

その他 111百万円

繰延税金資産合計 656百万円

繰延税金負債  

海外子会社の留保利益の配当に係る
国内外税率差等 

△201百万円

流動資産の部に計上した繰延税金資
産の純額 

454百万円

②固定資産の部に計上した繰延税金資産 

貸倒引当金繰入限度超過額 42百万円

役員退職慰労引当金繰入損金不算入 84百万円

投資有価証券評価損損金不算入 179百万円

ゴルフ会員権評価損損金不算入 84百万円

子会社繰越欠損金 124百万円

社内システム自社開発費用損金不算
入 

102百万円

その他 90百万円

繰延税金資産小計 708百万円

評価性引当額 △415百万円

繰延税金資産合計 292百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △711百万円

前払年金費用 △23百万円

その他 △5百万円

繰延税金負債合計 △740百万円

固定負債の部に計上した繰延税金負
債の純額 

△448万円

繰延税金資産の純額 5百万円

  （注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

 流動資産－繰延税金資産 454百万円 

 固定資産－繰延税金資産 88百万円 

 固定負債－繰延税金負債 △536百万円 



  

前連結会計年度
平成17年３月31日 

当連結会計年度
平成18年３月31日 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 
  
法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.8％

住民税等均等割額 0.8％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.1％

剰余金配当見込税効果額 3.3％

海外連結子会社の税率差異 △0.9％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.4％

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.6％

住民税等均等割額 0.6％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.2％

剰余金配当見込税効果額 3.5％

海外連結子会社の税率差異 △7.4％

その他 2.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.2％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法は、事業体制（組織）を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区分しておりま

す。 

２ 各区分の主な製品 

(1）デバイス事業……………半導体素子、ディスプレイ、一般電子部品 

(2）ソリューション事業……電子機器 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,197百万円）の主なものは、連結財務諸表提出会社

の企画・総務・経理及び人事等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（5,840百万円）の主なものは、連結財務諸表提出会社での余資運用

資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

  
デバイス事業 
（百万円） 

ソリューショ
ン事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 177,517 13,024 190,541 － 190,541

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － －

計 177,517 13,024 190,541 － 190,541

営業費用 173,104 12,520 185,624 1,197 186,822

営業利益 4,413 503 4,916 （1,197) 3,719

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出 

  

資産 81,241 6,510 87,752 5,840 93,592

減価償却費 209 34 244 78 322

資本的支出 234 22 256 40 297



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法は、事業体制（組織）を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区分しておりま

す。 

２ 各区分の主な製品 

(1）デバイス事業……………集積回路、半導体素子、ディスプレイ、一般電子部品 

(2）ソリューション事業……電子機器 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,259百万円）の主なものは、連結財務諸表提出会社

の企画・総務・経理及び人事等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（5,927百万円）の主なものは、連結財務諸表提出会社での余資運用

資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

  
デバイス事業 
（百万円） 

ソリューショ
ン事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 194,548 14,889 209,437 － 209,437

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － －

計 194,548 14,889 209,437 － 209,437

営業費用 189,636 14,094 203,730 1,259 204,990

営業利益 4,911 795 5,706 （1,259) 4,446

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出 

  

資産 85,805 14,137 99,942 5,927 105,870

減価償却費 248 32 280 71 352

資本的支出 92 11 103 18 122



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…ホンコン、シンガポール、台湾 

(2）北米……米国 

  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…ホンコン、シンガポール、台湾 

(2）北米……米国 

  
日本 

（百万円） 
アジア
（百万円） 

北米
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 136,454 51,399 2,688 190,541 － 190,541

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

2,365 475 2,210 5,051 (5,051) －

計 138,819 51,874 4,898 195,592 (5,051) 190,541

営業費用 136,332 51,103 4,745 192,181 (5,359) 186,822

営業利益 2,487 770 153 3,411 307 3,719

Ⅱ 資産 80,877 13,790 914 95,582 (1,989) 93,592

  
日本 

（百万円） 
アジア
（百万円） 

北米
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 149,081 57,993 2,362 209,437 － 209,437

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

4,225 577 3,617 8,420 (8,420) －

計 153,306 58,571 5,979 217,857 (8,420) 209,437

営業費用 150,340 57,626 5,715 213,682 (8,691) 204,990

営業利益 2,966 944 264 4,174 271 4,446

Ⅱ 資産 90,613 17,151 792 108,556 (2,686) 105,870



【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…ホンコン、シンガポール、台湾、韓国、中国 

(2）北米……米国 

３ 海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…ホンコン、シンガポール、台湾、韓国、中国 

(2）北米……米国 

３ 海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

  

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 67,278 2,846 0 70,125 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   190,541 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売
上高の割合（％） 

35.3 1.5 0.0 36.8 

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 61,983 2,367 5 64,356 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   209,437 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売
上高の割合（％） 

29.6 1.1 0.0 30.7 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

重要な後発事象 

  

  

項目 
前連結会計年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１株当たり純資産額（円） 1,703.60 1,795.71 

１株当たり当期純利益（円） 61.70 82.35 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益 
  
  

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載しておりません。 

同左 

  
前連結会計年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当期純利益（百万円） 2,045 2,720 

普通株主に帰属しない金額（百万円）   

利益処分による役員賞与金 27 30 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,018 2,690 

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,711 32,675 

前連結会計年度
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

────── （役員退職慰労金制度の廃止） 

当社は、平成18年５月17日開催の取締役会において、

経営改革の一環として、取締役および監査役の報酬体系

を見直した結果、平成18年６月23日開催の第55期定時株

主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止する

ことを決議いたしました。 

この廃止に伴い、本総会終結時に在任する取締役及び

監査役に対して、従来の退職慰労金規程に基づく退職慰

労金制度廃止日（同株主総会終結時）までの在任期間に

応じた退職慰労金を打ち切り支給することを同総会で決

議いたしました。 

なお、退職慰労金は、各取締役または監査役の退任時

に支給することといたします。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注） 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 9,034 11,193 0.96 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － 2,500 0.71 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 2,500 － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 11,534 13,693 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

平成17年３月31日現在 
当事業年度 

平成18年３月31日現在 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   2,277 2,448 

２ 受取手形   2,410 935 

３ 売掛金 ※３  51,784 63,621 

４ 有価証券   40 － 

５ 商品   11,822 10,884 

６ 未成工事支出金   2 11 

７ 前渡金   － 26 

８ 前払費用   151 149 

９ 未収入金   602 668 

10 繰延税金資産   613 646 

11 その他   719 16 

12 貸倒引当金   △111 △112 

流動資産合計   70,312 87.3 79,295 87.4

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物  6,496 6,467  

減価償却累計額  3,623 2,872 3,715 2,751 

(2）構築物  193 193  

減価償却累計額  149 44 152 40 

(3）車輌運搬具  2 2  

減価償却累計額  2 0 2 0 

(4）工具器具及び備品  773 710  

減価償却累計額  639 134 591 119 

(5）土地   2,317 2,240 

有形固定資産合計   5,369 6.6 5,152 5.7

２ 無形固定資産   288 0.4 355 0.4



  

   
前事業年度

平成17年３月31日現在 
当事業年度 

平成18年３月31日現在 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券   3,079 3,800 

(2）関係会社株式   1,174 1,751 

(3）出資金   1 0 

(4）破産債権等   2 4 

(5）賃借保証金   135 135 

(6）前払年金費用   48 58 

(7）その他   223 489 

(8）貸倒引当金   △73 △354 

投資その他の資産合計   4,592 5.7 5,885 6.5

固定資産合計   10,250 12.7 11,393 12.6

資産合計   80,562 100.0 90,689 100.0

     



   
前事業年度

平成17年３月31日現在 
当事業年度 

平成18年３月31日現在 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形   395 294 

２ 買掛金   15,402 20,991 

３ 短期借入金   7,100 9,300 

４ 一年以内返済予定長期
借入金 

  － 2,500 

５ 未払金   95 119 

６ 未払費用   181 192 

７ 未払法人税等   768 1,227 

８ 前受金   17 80 

９ 預り金   19 32 

10 前受収益   0 － 

11 賞与引当金   620 670 

12 その他   588 597 

流動負債合計   25,189 31.3 36,005 39.7

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金   2,500 － 

２ 繰延税金負債   339 429 

３ 役員退職慰労引当金   243 208 

４ 預り保証金   15 17 

固定負債合計   3,098 3.8 656 0.7

負債合計   28,287 35.1 36,661 40.4

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１  14,811 18.4 14,811 16.4

Ⅱ 資本剰余金    

資本準備金   15,329 15,329 

資本剰余金合計   15,329 19.0 15,329 16.9



  

  

   
前事業年度

平成17年３月31日現在 
当事業年度 

平成18年３月31日現在 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金   670 670 

２ 任意積立金    

(1）配当準備積立金  600 600  

(2）別途積立金  18,680 19,280 18,680 19,280 

３ 当期未処分利益   1,843 2,616 

利益剰余金合計   21,794 27.0 22,567 24.8

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  778 1.0 1,325 1.5

Ⅴ 自己株式 ※２  △439 △0.5 △6 △0.0

資本合計   52,274 64.9 54,027 59.6

負債及び資本合計   80,562 100.0 90,689 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    

１ 商品売上高  137,826 152,723  

２ 完成工事高  689 138,516 100.0 431 153,154 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 商品売上原価    

(1）商品期首たな卸高  8,927 11,822  

(2）当期商品仕入高  130,787 141,125  

計  139,714 152,947  

(3）他勘定振替高 ※１ 89 95  

(4）商品期末たな卸高  11,848 11,103  

差引  127,776 141,748  

(5）商品評価損  26 218  

商品売上原価  127,803 141,967  

２ 完成工事原価  538 128,341 92.7 309 142,276 92.9

売上総利益   10,174 7.3 10,878 7.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 荷造運賃  192 214  

２ 旅費交通費  376 426  

３ 貸倒引当金繰入額  26 －  

４ 役員報酬  190 177  

５ 給料手当  3,375 3,315  

６ 賞与引当金繰入額  620 670  

７ 退職給付費用  203 345  

８ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 30 28  

９ 法定福利費  613 421  

10 減価償却費  183 198  

11 支払リース料  150 148  

12 その他  1,683 7,647 5.5 1,903 7,849 5.1

営業利益   2,527 1.8 3,028 2.0



   
前事業年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息配当金 ※５ 253 335  

２ 仕入割引  14 12  

３ 経営指導料 ※５ 285 312  

４ その他  92 646 0.5 209 870 0.6

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  54 50  

２ その他  22 76 0.1 46 97 0.1

経常利益   3,096 2.2 3,801 2.5

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※２ 0 0  

２ 投資有価証券売却益  14 84  

３ 貸倒引当金戻入益  － 14 0.0 6 91 0.1

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※３ 0 49  

２ 固定資産除却損 ※４ 8 9  

３ 投資有価証券評価損  － 66  

４ 貸倒引当金繰入額  － 290  

５ 会員権評価損  5 －  

６ 出資金未返還損  1 14 0.0 － 414 0.3

税引前当期純利益   3,096 2.2 3,477 2.3

法人税、住民税及び事
業税 

 1,262 1,808  

法人税等調整額  47 1,309 0.9 △230 1,577 1.1

当期純利益   1,787 1.3 1,900 1.2

前期繰越利益   253 1,424 

中間配当額   196 261 

自己株式消却額   － 447 

当期未処分利益   1,843 2,616 

     



完成工事原価明細書 

 （注） 原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

  

  

   
前事業年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  336 62.5 154 49.9 

Ⅱ 外注費  185 34.4 131 42.5 

Ⅲ 労務費  8 1.7 10 3.4 

Ⅳ 経費  7 1.4 12 4.2 

完成工事原価  538 100.0 309 100.0 

    



③【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度
株主総会承認日 
平成17年６月29日 

当事業年度 
株主総会承認日 
平成18年６月23日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  1,843 2,616 

Ⅱ 利益処分額  

１ 配当金  392 555

２ 役員賞与金  27 30

（うち監査役賞与金）  (－) 419 (－) 585 

Ⅲ 次期繰越利益  1,424 2,030 

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 (1）子会社株式 

 移動平均法による原価法 同左 

  (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

   時価のあるもの  時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に基づく時価

法 

（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

同左 

   時価のないもの  時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権（及び

債務）の評価基準及び評

価方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 (1）商品 

 移動平均法による低価法 同左 

  (2）未成工事支出金 (2）未成工事支出金 

   個別法による原価法 同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は建物９年～45

年、構築物15年～50年、車輛運搬具４

年、工具器具備品４年～20年でありま

す。 

同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、自社利用の

ソフトウェア５年であります。 

同左 

５ 外貨建資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 



項目 
前事業年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

６ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率等

を勘案して必要額を、貸倒懸念債権及

び破産更生債権については個別に回収

可能性を勘案した回収不能見込額を計

上しております。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるため、

次期支給見込額のうち当期負担分を引

当てております。 

同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産に基づき計上しております。ただし

当期末においては年金資産見込額が退

職給付債務見込額に未認識過去勤務債

務及び未認識数理計算上の差異を加減

した金額を超過しており、その差額は

前払年金費用として計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（13年）による定

額法により按分した額を発生の翌事業

年度から費用処理しております。 

なお、当社の適格年金制度について

は、当期においてキャッシュバランス

プラン（市場金利連動型年金）へ移行

する決定をし、平成16年10月1日から

施行しております。当該移行により、

過去勤務債務（債務の減額）が884百

万円発生しております。この過去勤務

債務は従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（13年）にて定額法によ

り按分した額を費用処理しておりま

す。 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産に基づき計上しております。ただし

当期末においては年金資産見込額が退

職給付債務見込額に未認識過去勤務債

務及び未認識数理計算上の差異を加減

した金額を超過しており、その差額は

前払年金費用として計上しておりま

す。 

過去勤務債務はその発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（13年）にて定額法により按分した額

を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（13年）による定

額法により按分した額を発生の翌事業

年度から費用処理しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

   役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規による期末要支給額を計上し

ております。 

同左 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 



  

  財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

項目 
前事業年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

８ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法  

   為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務等については振当処理を行っ

ております。 

同左 

 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象  

   ヘッジ手段…為替予約取引  ヘッジ手段…同左  

   ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務  ヘッジ対象…同左  

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針  

   当社は、為替レートの変動により当

社の収益・費用又は外貨建資産・負債

の価値が変動するリスクをヘッジする

目的で先物為替予約による外国為替関

連のデリバティブ取引を実行しており

ます。これらの取引は、全て主管部署

を財務部とした社内規定に則して実行

されており、規定に記載されていない

トレーディング目的の投機的なデリバ

ティブ取引の利用は行っておりませ

ん。 

 同左 

 

  (4)ヘッジの有効性評価の方法 (4)ヘッジの有効性評価の方法  

   ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動との間に高い水準で相殺がおこな

われたかどうかの評価を半期に一度以

上行っております。 

同左 

 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理について 消費税等の会計処理について  

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

同左 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 

 なお、当社は、事業の区分をもとに、概ね独立したキ

ャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、主に事

業所を単位として資産のグルーピングを行っておりま

す。 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

（損益計算書） （貸借対照表） 

 前期まで区分掲記しておりました「売上割引」は、当

期において、営業外費用の総額の100分の10以下となっ

たため、営業外費用の「その他」に含めて表示しており

ます。 

 なお、当期における「売上割引」は6百万円でありま

す。 

 前期まで流動負債に区分掲記しておりました「前受収

益」は、資産総額の100分の５以下であり、かつ、貸借

対照表を明瞭に表示するため、流動負債の「その他」と

して一括表示しております。 

 なお、当期における「前受収益」は０百万円でありま

す。 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度において実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 平成16年

２月13日）が公表されたことに伴い、当事業年度から同

実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資

本割92百万円を販売費及び一般管理費として処理してお

ります。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

項目 
前事業年度

平成17年３月31日現在 
当事業年度 

平成18年３月31日現在 

※１ 会社が発行する株式の総数 普通株式 77,000,000株 普通株式 77,000,000株

   株式消却が行われた場合には、これ

に相当する株式数を減ずる旨を定めて

おります。 

 株式消却が行われた場合には、これ

に相当する株式数を減ずる旨を定めて

おります。 

 なお、平成17年11月16日開催の取締

役会決議により、利益による自己株式

の消却を実施したため829,000株（株

式の取得価額の総額447百万円）が減

少し、登記簿上の会社が発行する株式

の総数は、76,171,000株となっており

ます。 

発行済株式の総数 普通株式 33,528,373株 普通株式 32,699,373株

※２ 自己株式の保有数  当社が保有する自己株式の数は次の

とおりであります。 

 当社が保有する自己株式の数は次の

とおりであります。 

  普通株式 822,414株 普通株式 5,870株

※３ 関係会社に係る注記  区分掲記されたもの以外で各科目に

含まれている関係会社に対する主なも

のは次のとおりであります。 

 区分掲記されたもの以外で各科目に

含まれている関係会社に対する主なも

のは次のとおりであります。 

  売掛金 386百万円 売掛金 701百万円



  

（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前事業年度

平成17年３月31日現在 
当事業年度 

平成18年３月31日現在 

 ４ 偶発債務     

 非連結子会社及び銀行借入 三信国際貿易（上海）有限公司 三信国際貿易（上海）有限公司※１ 

に対する支払保証 75百万円(700千米ドル)

従業員※ 90百万円 

計 165百万円 

76百万円(650千米ドル) 

従業員※２ 92百万円 

計 168百万円 

  ※ 従業員の住宅取得資金借入につ

いての金融機関への債務保証のう

ち住宅資金貸付保険が付保されて

いるものについては、将来におい

て実損が発生する可能性がないた

め、偶発債務から除外しておりま

す。 

※１ 当期より、経営指導念書の差

入に変更しております。 

※２ 従業員の住宅取得資金借入に

ついての金融機関への債務保証

のうち住宅資金貸付保険が付保

されているものについては、将

来において実損が発生する可能

性がないため、偶発債務から除

外しております。 

 ５ 配当制限  商法施行規則第124条第３号に規定

する資産に時価を付したことにより増

加した純資産額は、778百万円であり

ます。 

 商法施行規則第124条第３号に規定

する資産に時価を付したことにより増

加した純資産額は、1,325百万円であ

ります。 

項目 
前事業年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

※１ 他勘定振替高の内訳 未成工事支出金へ振替 1百万円

販売費及び一般管理費
へ振替 

17百万円

有形固定資産へ振替 17百万円

無形固定資産へ振替 53百万円

営業外費用へ振替 0百万円

  89百万円

未成工事支出金へ振替 4百万円

販売費及び一般管理費
へ振替 

76百万円

有形固定資産へ振替 11百万円

無形固定資産へ振替 2百万円

営業外費用へ振替 0百万円

  95百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 工具器具備品 0百万円

  0百万円

工具器具備品 0百万円

  0百万円

※３ 固定資産売却損の内訳 

  

工具器具備品 0百万円

  0百万円

工具器具備品 0百万円

土地 49百万円

  49百万円

※４ 固定資産除却損の内訳 

  

工具器具備品 8百万円

  8百万円

建物 4百万円

工具器具備品 5百万円

  9百万円

※５ 関係会社に係る注記  各科目に含まれている関係会社に対

する主なものは次のとおりでありま

す。 

 各科目に含まれている関係会社に対

する主なものは次のとおりでありま

す。 

  受取利息配当金 235百万円

経営指導料 285百万円

受取利息配当金 312百万円

経営指導料 312百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前事業年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１ リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 
  

  
建物 
(百万円) 

工具器具
及び備品 
(百万円) 

合計
(百万円) 

取得価額相
当額 

59 334 394

減価償却累
計額相当額 

23 188 212

期末残高相
当額 

36 145 181

建物
(百万円) 

工具器具
及び備品 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額相
当額 

93 282 375

減価償却累
計額相当額 

31 165 196

期末残高相
当額 

61 117 178

  ② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額  

  
  
１年内 66百万円

１年超 118百万円

合計 185百万円

１年内 68百万円

１年超 114百万円

合計 182百万円

 

  ③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 
 

  
  
支払リース料 68百万円

減価償却費相当額 69百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料 73百万円

減価償却費相当額 73百万円

支払利息相当額 3百万円

 

  ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法 
 

  ・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法  

   リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 

 

  ・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法  

   リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 

 



（有価証券関係） 

前事業年度及び当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（税効果会計関係） 

  

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

  

（繰延税金資産）  

① 流動資産の部に計上した繰延税金資産 

賞与引当金繰入限度超過額 252百万円

商品評価損損金不算入 192百万円

未払事業税損金不算入 73百万円

その他 95百万円

繰延税金資産合計 613百万円

② 固定資産の部に計上した繰延税金資産 

貸倒引当金繰入限度超過額 29百万円

役員退職慰労引当金繰入損金不
算入 

98百万円

投資有価証券評価損損金不算入 145百万円

ゴルフ会員権評価損損金不算入 84百万円

その他 3百万円

繰延税金資産小計 361百万円

評価性引当額 △258百万円

繰延税金資産合計 103百万円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △423百万円

前払年金費用 △19百万円

繰延税金負債合計 △443百万円

固定負債の部に計上した繰延
税金負債の純額 

△339百万円

繰延税金資産の純額 274百万円

（繰延税金資産）  

① 流動資産の部に計上した繰延税金資産 

賞与引当金繰入限度超過額 272百万円

商品評価損損金不算入 172百万円

未払事業税損金不算入 99百万円

その他 102百万円

繰延税金資産合計 646百万円

② 固定資産の部に計上した繰延税金資産 

貸倒引当金繰入限度超過額 144百万円

役員退職慰労引当金繰入損金不
算入 

84百万円

投資有価証券評価損損金不算入 179百万円

ゴルフ会員権評価損損金不算入 84百万円

社内システム自社開発費用損金
不算入 

102百万円

その他 2百万円

繰延税金資産小計 597百万円

評価性引当額 △291百万円

繰延税金資産合計 305百万円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △711百万円

前払年金費用 △23百万円

繰延税金負債合計 △735百万円

固定負債の部に計上した繰延
税金負債の純額 

△429百万円

繰延税金資産の純額 217百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 
  
法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.2％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.2％

住民税均等割額 1.0％

その他 △1.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.3％

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.3％

住民税均等割額 0.9％

その他 1.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.3％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

重要な後発事象 

  

  

項目 
前事業年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１株当たり純資産額（円） 1,597.51 1,651.63

１株当たり当期純利益（円） 53.80 57.25

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益 
  
  

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。 

同左 

  
前事業年度

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当期純利益（百万円） 1,787 1,900 

普通株主に帰属しない金額（百万円）   

利益処分による役員賞与金 27 30 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,760 1,870 

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,711 32,675 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

────── （役員退職慰労金制度の廃止） 

当社は、平成18年５月17日開催の取締役会において、

経営改革の一環として、取締役および監査役の報酬体系

を見直した結果、平成18年６月23日開催の第55期定時株

主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止する

ことを決議いたしました。 

この廃止に伴い、本総会終結時に在任する取締役及び

監査役に対して、従来の退職慰労金規程に基づく退職慰

労金制度廃止日（同株主総会終結時）までの在任期間に

応じた退職慰労金を打ち切り支給することを同総会で決

議いたしました。 

なお、退職慰労金は、各取締役または監査役の退任時

に支給することといたします。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

エルピーダメモリ株式会社 200,000 844 

ソニー株式会社 110,000 599 

シャープ株式会社 166,684 347 

株式会社キングジム 218,000 300 

日本電気株式会社 294,315 243 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ 

134 241 

株式会社三井住友フィナンシャルグル
ープ 

168 218 

株式会社三重銀行 234,086 162 

SONIC SOLUTIONS  75,000 159 

日本精機株式会社 36,300 89 

その他27銘柄 2,394,167 536 

計 3,728,854 3,744 

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

(投資事業組合出資証券) 

Start-Up 101.com Ventures I,L.P. － 45 

(投資事業組合出資証券) 

投資事業組合 NIFベンチャー21－Ｂ － 10 

計 － 56 



【有形固定資産等明細表】 

 （注） 無形固定資産の（）内は内書きで電話加入権であり、減価償却を行わないため、償却累計額及び当期償却額には含めてお

りません。 

  

【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、5,870株であります。 

    ２．当期普通株式数の減少は、利益による自己株式の消却によるものであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産   

建物 6,496 1 30 6,467 3,715 117 2,751

構築物 193 － － 193 152 3 40

車輌運搬具 2 － － 2 2 － 0

工具器具及び備品 773 38 100 710 591 46 119

土地 2,317 － 77 2,240 － － 2,240

有形固定資産計 9,783 39 208 9,615 4,462 167 5,152

無形固定資産（注） 
538
(29)

175 
(－)

106
(－)

607
(29)

252 109 
355
(29)

無形固定資産計（注） 
538
(29)

175 
(－)

106
(－)

607
(29)

252 109 
355
(29)

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（百万円） 14,811 － － 14,811

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注１、２） （株） (33,528,373） (－） (829,000） (32,699,373）

普通株式 （百万円） 14,811 － － 14,811

計 （株） (33,528,373） (－） (829,000） (32,699,373）

計 （百万円） 14,811 － － 14,811

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 （百万円） 15,329 － － 15,329

計 （百万円） 15,329 － － 15,329

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 670 － － 670

（任意積立金）    

配当準備積立金 （百万円） 600 － － 600

別途積立金 （百万円） 18,680 － － 18,680

計 （百万円） 19,950 － － 19,950



【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」181百万円は、一般債権分の洗替による戻入額111百万円、個別計上分の洗替によ

る戻入額70百万円、及び債権回収に伴う戻入額0百万円であります。 

  

  

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 184 465 － 181 467

賞与引当金 620 670 620 － 670

役員退職慰労引当金 243 28 63 － 208



(2）【主な資産及び負債の内容】 

 平成18年３月31日現在における主な資産・負債の内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳 

  

内訳 金額（百万円）

現金 4 

預金 

当座預金 2,390 

普通預金 27 

別段預金 1 

外貨預金 24 

計 2,443 

合計 2,448 

相手先 金額（百万円）

株式会社日本経済新聞社 277 

株式会社イイダ 85 

ペンタックス株式会社 45 

ティアック株式会社 40 

住電トミタ商事株式会社 36 

その他 449 

合計 935 

期日 金額（百万円）

平成18年４月満期 205 

平成18年５月満期 198 

平成18年６月満期 434 

平成18年７月満期 89 

平成18年８月以降満期 7 

合計 935 



③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。 

  

④ 商品 

  

⑤ 未成工事支出金 

  

相手先 金額（百万円）

株式会社東芝 16,196 

シャープ株式会社 14,444 

ソニーイーエムシーエス株式会社 5,606 

株式会社アイ・エックス・アイ 3,959 

東芝松下ディスプレイテクノロジー株式会社 3,797 

その他 19,617 

合計 63,621 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

51,784 176,941 165,104 63,621 72.2 119.0 

品目 金額（百万円）

集積回路及び半導体素子 7,559 

ディスプレイ 147 

一般電子部品 2,115 

電子機器 1,061 

合計 10,884 

項目 金額（百万円）

材料費 1 

外注費 3 

労務費 0 

経費 5 

合計 11 



⑥ 支払手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳 

  

⑦ 買掛金 

相手先別内訳 

  

相手先 金額（百万円）

丸紅インフォテック株式会社 167 

株式会社コンテック 25 

アンリツ株式会社 16 

オーティス株式会社 11 

アンフェノールジャパン株式会社 9 

その他 62 

合計 294 

期日 金額（百万円）

平成18年４月満期 52 

平成18年５月満期 88 

平成18年６月満期 74 

平成18年７月以降満期 78 

合計 294 

相手先 金額（百万円）

NECエレクトロニクス株式会社 5,885 

エルピーダメモリ株式会社 5,829 

日本電気株式会社 1,870 

日本航空電子工業株式会社 1,144 

NECトーキン株式会社 650 

その他 5,611 

合計 20,991 



⑧ 短期借入金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

借入先 金額（百万円）

株式会社三井住友銀行 3,600 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 3,300 

住友信託銀行株式会社 1,300 

株式会社三重銀行 900 

日本生命保険相互会社 200 

合計 9,300 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

 （注） 平成18年６月23日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりました。 

当会社の公告方法は電子公告とする。ただし、電子公告を行うことができない事故その他やむを得ない事由が生じたとき

は、日本経済新聞に掲載して公告する。 

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券F、5,000株券G、10,000株券H、100,000株券I

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 
住友信託銀行株式会社
本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 
住友信託銀行株式会社
本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞（注）

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

   該当事項はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

  

(2）半期報告書 

  

 事業年度（第54期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日   

  関東財務局長に提出   

 （第55期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 平成17年12月22日   

  関東財務局長に提出   

(3）自己株券買付状況報告書 平成17年４月８日   

  平成17年５月10日   

  平成17年６月６日   

  平成17年７月７日   

  関東財務局長に提出   



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成17年６月29日 

三信電気株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 久保 伸介  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 松本  実  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

信電気株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

三信電気株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成18年６月23日 

三信電気株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 松岡 幸秀  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 松本  実  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

信電気株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

三信電気株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成17年６月29日 

三信電気株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 久保 伸介  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 松本  実  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

信電気株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第54期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三信

電気株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成18年６月23日 

三信電気株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 松岡 幸秀  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 松本  実  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

信電気株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第55期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三信

電気株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２仕入、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の推移
	(4）所有者別状況
	(5）大株主の状況
	(6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1）定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	株式の種類
	イ定時総会決議による買受けの状況
	ロ子会社からの買受けの状況
	ハ取締役会決議による買受けの状況
	ニ取得自己株式の処理状況
	ホ自己株式の保有状況


	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	(2）資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2）その他

	２財務諸表等
	(1）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	その他
	有形固定資産等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2）主な資産及び負債の内容
	(3）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/90
	pageform2: 2/90
	form1: EDINET提出書類  2006/06/29 提出
	form2: 三信電気株式会社(401263)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/90
	pageform4: 4/90
	pageform5: 5/90
	pageform6: 6/90
	pageform7: 7/90
	pageform8: 8/90
	pageform9: 9/90
	pageform10: 10/90
	pageform11: 11/90
	pageform12: 12/90
	pageform13: 13/90
	pageform14: 14/90
	pageform15: 15/90
	pageform16: 16/90
	pageform17: 17/90
	pageform18: 18/90
	pageform19: 19/90
	pageform20: 20/90
	pageform21: 21/90
	pageform22: 22/90
	pageform23: 23/90
	pageform24: 24/90
	pageform25: 25/90
	pageform26: 26/90
	pageform27: 27/90
	pageform28: 28/90
	pageform29: 29/90
	pageform30: 30/90
	pageform31: 31/90
	pageform32: 32/90
	pageform33: 33/90
	pageform34: 34/90
	pageform35: 35/90
	pageform36: 36/90
	pageform37: 37/90
	pageform38: 38/90
	pageform39: 39/90
	pageform40: 40/90
	pageform41: 41/90
	pageform42: 42/90
	pageform43: 43/90
	pageform44: 44/90
	pageform45: 45/90
	pageform46: 46/90
	pageform47: 47/90
	pageform48: 48/90
	pageform49: 49/90
	pageform50: 50/90
	pageform51: 51/90
	pageform52: 52/90
	pageform53: 53/90
	pageform54: 54/90
	pageform55: 55/90
	pageform56: 56/90
	pageform57: 57/90
	pageform58: 58/90
	pageform59: 59/90
	pageform60: 60/90
	pageform61: 61/90
	pageform62: 62/90
	pageform63: 63/90
	pageform64: 64/90
	pageform65: 65/90
	pageform66: 66/90
	pageform67: 67/90
	pageform68: 68/90
	pageform69: 69/90
	pageform70: 70/90
	pageform71: 71/90
	pageform72: 72/90
	pageform73: 73/90
	pageform74: 74/90
	pageform75: 75/90
	pageform76: 76/90
	pageform77: 77/90
	pageform78: 78/90
	pageform79: 79/90
	pageform80: 80/90
	pageform81: 81/90
	pageform82: 82/90
	pageform83: 83/90
	pageform84: 84/90
	pageform85: 85/90
	pageform86: 86/90
	pageform87: 87/90
	pageform88: 88/90
	pageform89: 89/90
	pageform90: 90/90


